
 

東京都認定こども園施設整備補助金交付要綱 

 

平成２７年９月１日 

２７生私振第４９０号 

生 活 文 化 局 長 決 定 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、東京都私立学校教育助成条例（昭和５３年東京都条例第１０号）第４条

に基づき、認定こども園の設置者に対して区市町村が補助する事業に要する経費の一部

を東京都が予算の範囲内で補助することにより、子供を安心して育てることができるよ

う施設整備を促進することを目的とする認定こども園施設整備補助金（以下「補助金」と

いう。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助対象事業） 

第２ この補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、第３に規定する

補助対象施設の設置者に対して区市町村が補助する認定こども園開設準備経費補助事業

とする。 

 

（補助対象施設） 

第３ この補助金の対象となる施設は、次の①及び②いずれかに該当する施設とする。 

  ① 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条

第７項に基づく幼保連携型認定こども園 

② 同法第３条第２項第１号又は第４項第１号に基づく幼稚園型認定こども園を構成

する学校教育法第１条に規定する幼稚園 

 

（補助対象経費） 

第４ この補助金の対象となる経費は、区市町村が補助事業として支出した経費で、別表に

定める経費とする。ただし、他の補助金等の補助対象となるものを除く。 

２ 次に掲げる費用については交付の対象としないものとする。 

（１） 土地の買収又は整地に要する費用 

（２） 既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより効率的であ

ると認められる場合における当該建物買収を除く。）に要する費用 

（３） 職員の宿舎に要する費用 

（４） 第２に規定する事業以外を目的とした整備に要する費用 

（５） その他認定こども園の施設整備として適当と認められない費用 

 



 

（交付申請） 

第５ 補助金の交付を受けようとする区市町村長は、事業計画書、交付申請書（別記第１号

様式）その他必要とする書類（以下「交付申請書等」という。）を別に定める期日までに

知事に提出しなければならない。 

  なお、その他必要とする書類については、別途定める。 

 

（交付決定及び通知並びに事情変更による決定の取消し） 

第６ 知事は、第５に定める補助金の交付申請があったときは、交付申請書及び関係書類を

審査し、補助金の交付の目的に適合すると認めたときは、補助金の交付を決定するととも

に、交付決定通知書（別記第２号様式）により、当該区市町村長に対しその結果を通知す

る。 

２ 知事は、前項の決定をする場合において、必要に応じ条件を付すことができる。 

３ この補助金の交付決定後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、知事は、交付

の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した条件

を変更することができる。 

 

（申請の取下げ） 

第７ 第６ １の通知を受けた区市町村長は、交付決定の内容又はこれに付された条件に

対して不服があることにより、交付の申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知

を受けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。 

 

（補助対象事業の変更等） 

第８ 区市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ事業計画変更承認

申請書（別記第３号様式）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、

軽微なものについては、この限りではない。 

（１） 補助対象事業の内容を変更しようとするとき。 

（２） 補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 知事は、１に定める申請書の提出があったときは、申請の内容を審査し、適当と認めた

ときは変更を承認し、変更交付決定通知書（別記第４号様式）により、また変更を承認し

ないときはその旨を区市町村長に通知するものとする。 

３ 知事は、１（１）の承認をする場合においては、必要に応じ交付決定の内容を変更し、

又は条件を付すことができる。 

 

（事故報告等） 

第９ 区市町村長は、補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業そ

のものの遂行が困難となった場合は、速やかにその理由及び遂行の見通し等を書面によ



 

り知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第１０ 知事は、補助対象事業の円滑な遂行を図るため、その執行の状況に関し区市町村長

に対し報告を求めることがある。 

 

（補助事業の遂行命令） 

第１１ 知事は、第９及び第１０の規定による報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２２１条第２項の規定による調査等により、補助対象事業が補助金の交付決定の内容

又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、区市町村長に対しこ

れらに従って補助対象事業を遂行すべきことを命ずる。 

  この命令に違反したときは、知事は、区市町村長に対し補助対象事業の一時停止を命ず

ることができる。 

 

（事業実績報告） 

第１２ 区市町村長は、補助対象事業が終了したときは、実績報告書（別記第５号様式）そ

の他必要とする書類を知事に提出しなければならない。第８ ２により補助対象事業の

中止又は廃止の承認を受けた場合もまた同様とする。 

 なお、その他必要とする書類については別途定める。 

 

（補助金の額の確定） 

第１３ 知事は、第１２の規定による実績報告書の審査及び必要に応じて行う現地調査等

により、補助対象事業の成果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合していると

認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、額の確定通知書（別記第６号様式）に

より区市町村長に通知する。 

２ 知事は、補助金の交付の申請時において補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らか

でないものであって、補助金の額の確定時において当該消費税等仕入控除税額が明らか

な場合には、前項の額の確定において当該消費税等仕入控除税額に相当する額を減額す

る。 

 

（是正のための措置） 

第１４ 知事は、第１３ １の規定による調査等の結果、補助対象事業の成果が補助金の交

付決定内容若しくはこれに付した条件又はこの要綱に定める事項に適合しないと認める

ときは、区市町村長に対し、交付事業に付き、これに適合させるための措置を命ずる。 

２ 第１２の規定による実績報告は、１の命令により必要な措置をした場合においてもこ

れを行わなければならない。 



 

 

（決定の取消し） 

第１５ 知事は、次のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取

り消す。 

 （１） 偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

 （２） 補助金を他の目的に使用したとき。 

 （３） その他補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令に基づく命令

に違反したとき。 

２ １の規定は、第１３の規定により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用

する。 

 

（補助金の返還） 

第１６ 知事は、第１５の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合

において、補助対象事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されていると

きは、期限を定めて区市町村長に対しその返還を命ずるものとする。 

２ 第１３の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときも、また同様とする。 

３ 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

（１）補助事業者は、補助金の交付の申請時において補助金に係る消費税等仕入控除税額が

明らかでないものであって、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により当

該消費税等仕入控除税額が確定した場合には、速やかに消費税等仕入控除税額確定報

告書（別記第７号様式）を知事に提出しなければならない。 

（２）知事は、前号の報告書の提出があった場合には、当該消費税等仕入控除税額に相当す

る額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（違約加算金） 

第１７ 区市町村長は第１５の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消さ

れ、その返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日（補助金が２回以上

に分けて交付されている場合においては、返還を命ぜられた額に相当する補助金は最後

の受領日に受領したものとし、当該返還を命ぜられた額がその日に受領した額を超える

ときは、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次さかのぼりそれぞれの受領の日にお

いて受領したものとする。）から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部

を納付した場合におけるその期間においては、既納付額を控除した額）につき、年１０．

９５％の割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければな

らない。 

 



 

（延滞金） 

第１８ 区市町村長は、第１６の規定により補助金の返還を命ぜられた場合において、これ

を納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、そ

の未納付額につき年１０．９５％の割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）

を納付しなければならない。 

 

（他の補助金等の一時停止等） 

第１９ 区市町村長が補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金

又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合においては、ほかに同種の事務又は事業に

ついて交付すべき補助金等があるときは、知事は、相当の限度においてその交付を一時停

止し、又は当該補助金と未納付額を相殺するものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第２０ 区市町村長は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した不動産及び従物並

びに価格が単価５０万円以上の機器及び器具については、「補助事業等により取得し、又

は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成２０年７月１１日付厚生労働省告示第３８

４号）に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

２ 区市町村長は、賃貸している建物について、補助金を交付した場合において、交付の対

象者が補助対象事業により取得したもの又は効用の増加した部分につき、造作買取請求

権その他の権利が生じたときは、その処理につき知事の承認を受けなければならない。 

３ 知事の承認を受けて１及び２に規定する財産を処分することにより収入があった場合

には、その収入の全部又は一部を都に納付させることがある。 

 

（財産の管理義務） 

第２１ 区市町村長は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産については、

事業完了後においても善良な管理者の注意を持って管理するとともに、その効率的な運

用を図らなければならない。 

 

（開設準備経費の返還） 

第２２ 区市町村長は、認定こども園開設準備経費を交付した認定こども園について、開設

後５年未満に事業を廃止した場合は、第２０ ３の規定にかかわらず補助金の交付額に

以下の率を乗じた額を返還すること。 

  ただし、この返還額と開設準備経費に係る第２０ ３の規定による納付額の合計額は

補助金交付額を上回らないこととする。 



 

１年未満 
１年以上 

２年未満 

２年以上 

３年未満 

３年以上 

４年未満 

４年以上 

５年未満 

５０％ ４０％ ３０％ ２０％ １０％ 

 

（書類の整備保管） 

第２３ 区市町村長は、補助金交付事業に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類を

整備し、これを当該事業が完了した日の属する会計年度終了後５年間保管しておかなけ

ればならない、 

  ただし、開設準備経費の証拠書類については、１０年間保管しなければならない。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年９月１日から施行し、同年４月１日から適用する。 

 

   附 則（２８生私振第６１３号） 

 この要綱は平成２８年度の補助金から適用する。 

 

   附 則（２８生私振第１２５１号） 

 この要綱は平成２８年度の補助金から適用する。 

 

附 則（２９生私振第５１０号） 

 この要綱は平成２９年度の補助金から適用する。 

 

附 則（３１生私振第１０５８号） 

 この要綱は令和元年度の補助金から適用する。 

 

附 則（２生私振第１０４２号） 

 この要綱は令和２年度の補助金から適用する。 

 

附 則（３生私振第８９０号） 

この要綱は令和３年度補助金から適用する。 

 

  附 則（５生私振第１０９３号） 

 この要綱は令和５年度補助金から適用する。  



 

別表 

 

 

区

分 

対象経費 補助率 

開

設

準

備

経

費 

認定こども園の認定を受けるために必要な改修経費等（当該認定こども園を

構成する施設が賃貸物件の場合で、設置者が貸主に対して支払う建物賃貸料

（年度当初から年度末までを対象とする家賃）及び礼金を含む。）で、建物の

構造体にかかる工事を要しないもの（幼保連携型認定こども園となる保育所

及び保育所型認定こども園、地方裁量型認定こども園を除く。）。 

 

 

１／２ 


